
もっとお客様に喜んでいただける

蔦屋書店様のシステムをAWS上でリアーキテクト、 
DXに対応できるクラウドファーストなインフラ環境を実現

　当社は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 蔦屋書
店カンパニー様（以下 蔦屋書店様）のアマゾン ウェブ サービス

（AWS）への移行を支援し、ビジネススピードの加速を可能とす
るクラウドファーストの基盤を構築しました。蔦屋書店様は、

「TSUTAYA」「蔦屋書店」などの店舗、「TSUTAYAアプリ」
「TSUTAYAオンラインゲーム」などのオンラインサービス、さら
に店舗とネットを融合した月額定額サービスの「TSUTAYAプレ
ミアム」など数多くのサービスを展開しています。移行前の各
サービスのシステムは開発された時期が異なり、独自の改修を
続けたことで複雑に連携している状態となっていました。2017

年からクラウドファーストを基本としたDX（デジタルトランス
フォーメーション）の検討を開始され、今回、当社のAWS導入支
援サービスをご活用いただき、まずは第一フェーズとして、クラ
ウド化基盤の構築に取り組み、15のネットサービスのシステム構
成を見直し、リアーキテクト（クラウドシフト）を行うことでAWS

化を実現しました。当社のAWSの技術や実績はもちろん、周辺

システムの知見、経験を十分にご活用いただくことで、シンプル
でありながらも、可用性・信頼性が向上したクラウド環境を実現
しました。さらに、AWSの充実したエコシステムを活用し、第二
フェーズでは全サービスのクラウド化を、第三フェーズでマルチ
クラウド化を目指しています。

「moreNOTE」にブラウザだけで誰とでも簡単に 
資料を共有・同期できる新サービス「moreNOTE Hello! 」をリリース

　当社製品のペーパーレス会議システム「moreNOTE（モアノー
ト）」に、ブラウザだけで誰とでも素早く簡単に資料を共有・同期で
きる新サービス「moreNOTE Hello!」を2020年8月19日（水）に
リリースしました。多くの企業でテレワークや在宅勤務の導入が
進むなか、Web会議システムなどのコミュニケーションツールが
活用されていますが、資料については、簡単かつ安全に情報を共
有できるツールが求められています。新サービス「moreNOTE 

Hello!」は、「moreNOTE」のユーザーがホストとなって仮想ミー
ティングルームを作成し、ゲストにURLとパスワードを通知するこ
とで、ブラウザ上で簡単に資料の共有や画面同期を行うことがで
きる機能です。ホストとゲストが互いに資料をアップロードしたり、

書き込みやポインターで示したりできるほか、同期を一時停止し
て自分のペースで資料を閲覧することも可能です。より活発な
ディスカッションや意思共有を実現できるため、オンラインでの商
談や打ち合わせなど活用シーンがさらに広がっています。

サイバー攻撃の「見える化」やセキュリティー監視システムを活用した地域密着型の支援を実施
　当社は、経済産業省の補助による「独立行政法
人情報処理推進機構（IPA）からの請負事業サイ
バーセキュリティお助け隊事業」に採択され、岩手
県内の中小企業を対象としたセキュリティー対策
の実態把握や、サイバー攻撃からの防衛に向けた

「見える化」の実証実験を行いました。県内の71事
業者が参加され、2020年10月から2021年1月ま
で支援しました。当社は東日本大震災以降、復興支
援活動に取り組み、地域創生事業の一環でもある
総務省の「ふるさとテレワーク推進のための地域実
証事業」に参画し、大船渡市盛町に大船渡テレワー
クセンターの開設・運営に携わってきました。今回
も地域密着型の支援を実現するため、大船渡テレ
ワークセンターを中心に周辺の自治体や経済団
体、地元IT企業と連携して実証実験を行いました。

コミュニケーションロボット「PALRO」が感染症対策に向けた実証に参画
　東京都の「Tokyo Robot Collection」事業の一環で「宿泊療
養施設等の感染症対策に向けた実証」が2020年8月27日から
28日にホテルルートインGrand東京浅草橋（東京都台東区）で
行われ、当社のコミュニケーションロボット「PALRO」が参画しま
した。東京都では、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対
策の一つとして、軽症者等の宿泊療養施設を運営しており、本実
証では、軽症者等の宿泊療養施設のさまざまな課題に対し、解
決に資するロボットの実証が行われました。宿泊療養施設に近
い構造のビジネスホテルをフィールドとし、配送や警備、清掃等
の業務をロボットにより非対面、非接触で実施することで、対応
スタッフや宿泊療養者の負担が軽減し、感染リスク低減などの
有効性が検証されました。PALROは、ロビーにて施設の説明、
客室にて話し相手やスタッフとの連絡窓口を担いました。感染
症予防を支援できる可能性と、スタッフとの接触機会低減による
療養者の心理的負担を軽減できる可能性が示唆されました。

コミュニケーションロボット「PALRO」が新型コロナウイルスワクチン接種会場で案内係として活躍
　一般社団法人西多摩医師会（東京都）では、ワクチン接種の案
内係として当社コミュニケーションロボット「PALRO」が活用さ
れています。2021年5月24日より、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）のワクチン接種会場である医療法人社団幹人会 

菜の花クリニックにて、PALROは接種前・接種後の注意事項の
ご案内を行っています。PALROを案内係として利用すること
で、飛沫感染のリスクなく接種案内ができ、医療現場の業務負
担軽減の効果が期待されています。また、接種希望者からは待
ち時間にPALROがコミュニケーションを取ることで不安感の解
消の一助になっているとの声もあがっています。

事業トピックス：「挑戦と創造」の最前線

客室にて会話するPALRO

受付にて接種希望者へ案内するPALRO
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利益還元、株主価値の最大化

利益還元の方針

　積極的な事業展開や不慮の事業リスクに備え一定の内部留保を確保しつつ、「安定的な利益還元」を基本方針に配当を行っていま
す。また、利益状況や投資計画を踏まえ、自社株の取得も随時検討しています。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当社グループは「基本方針」に基づき、「ICTの発展をお客様
価値向上へ結びつけるイノベーション企業グループ」を目指して
活動しています。下記の施策を推し進めることで、経営の健全

性、効率性を確保するとともに経営の透明性を高めていくことに
よりコーポレート・ガバナンスの充実を図り、経営環境の変化に
迅速に対応できる組織体制の構築を図っています。

コーポレート・ガバナンス体制
　当社は監査役会設置会社であり、法令に定められている株主
総会、取締役会および監査役会を設置しています。取締役会は、
東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定している社外取
締役3名を含む9名で構成され、また、社外監査役2名（うち1名
は独立役員）を含む監査役3名も出席し、毎月1回定例に、必要
に応じて臨時に開催されており、法令に定められた事項のほか
経営に関する重要議案について全て決議しています。
　取締役会の定める経営方針に基づく、重要な業務執行に係る
事項の審議機関として、取締役・常勤監査役・執行役員が出席
する経営会議（月2回または必要に応じて臨時に開催）を設けて
います。また経営会議の審議に資するため、目的別に会議を設

け、十分な協議・調整等をしています。特定事項について、目的
別に内部統制委員会、リスク・コンプライアンス委員会等を設
け、それぞれの所管事項について審議・調整等しています。　
その他、執行役員制度を導入し、取締役会の戦略決定および業
務監督機能と執行役員の業務執行機能の分離を明確にするとと
もに、主要な業務部門には、業務に習熟した執行役員を責任者と
して配し、迅速な業務執行を図っています。

（注） 当社コーポレート・ガバナンスに関する詳細は、 
下記をご参照ください。

https://www.fsi.co.jp/ir/management/7.html

当社グループは、効率性・健全性・透明性を高めることで企業価値の向上を目指し、株主の皆様への最適な利益還元を経営の最重
要課題の一つと考えています。また、株主・投資家の皆様との、より一層の信頼関係構築や満足度向上を目指し、タイムリーかつ豊
富な情報開示や、資本市場ニーズの経営へのフィードバックに努めています。

株主の皆様に対する利益還元、株主価値の最大化 コーポレート・ガバナンス

（各年12月期）

2015 2016 2017 2018 2019 2020

１株当たり純資産額（BPS）（円） 2,977.06 3,092.18 3,340.35 3,391.15 3,587.27 3,802.16

１株当たり当期純利益（EPS）（円） 158.06 161.63 185.33 208.22 250.40 273.96

自己資本比率（%） 60.3 59.0 59.9 55.1 54.1 50.7

自己資本利益率（ROE）（%） 5.4 5.3 5.8 6.2 7.2 7.4

自己資本配当率（DOE）（%） 1.0 1.0 1.0 1.1 1.2 1.3

配当性向（%） 17.7 17.9 17.8 17.8 16.8 18.6

株価収益率（PER）（倍） 16.85 17.15 19.53 20.03 16.85 18.83

株価純資産倍率（PBR）（倍） 0.9 0.9 1.1 1.2 1.2 1.4

期末株価（円） 2,664 2,772 3,620 4,170 4,220 5,160

ディスクロージャー方針

　株主・投資家の皆様に当社を適正にご理解いただくことをIR

活動の目的としています。
　そのために、開示情報を適時・公平かつ正確に提供すること
を基本方針としています。また、金融商品取引法および当社が

上場する東京証券取引所の定める有価証券上場規程、有価証券
上場規程施行規則を遵守するとともに、皆様の投資判断に重要
と思われる情報については、適時適切かつ積極的に開示してま
いります。
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❶  業務執行責任の明確化、事業運営の効率化およびスピードアップ、取締役会をスリム化し意思決定の迅速化・経営監督機能
強化を図るため、執行役員制度を導入しています。

❷  会社としての機関設計は監査役会設置会社を採用していますが、任意の機関として社外取締役も委員として参加する経営委
員会（指名・報酬・倫理）を設置し、取締役会に付議する重要事項を事前に審議しています。

❸  全ての社外役員は、東京証券取引所が定める独立役員の判断基準の要件を満たすとともに、社外の公正な立場から監督お
よび助言を行うことができ、かつ高い見識、出身分野における豊富な知識と経験を併せ持っています。

コーポレート・ガバナンス体制の概要（略図）

株主総会

代表取締役社長

コンプライアンス統括部門
経営会議

内部監査部門
戦略会議

内部通報部門
内部統制委員会

危機管理防災本部
リスク・コンプライアンス委員会

各事業部門（執行役員） 関係会社

取締役会
〈取締役9名（うち社外3名）〉

経営委員会
（指名・報酬・倫理）

監査役会
〈監査役3名（うち社外2名）〉 会計監査人

もっとお客様に喜んでいただける
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コンプライアンスを単なる法令遵守のみとはとらえずに、社会規範および社内規程をも遵守するものと考えて行動します。

コンプライアンス
当社は、企業活動から生じるさまざまなリスクに関して、「内部統制システム基本方針（危機管理）」に則り、継続的に運用状況をモニ
タリングし、評価しています。これにより、経営に及ぼす影響を最小限に抑制できるマネジメント体制を構築・運用しています。

リスクマネジメント

ISO27017「クラウドサービス
セキュリティ」
登録番号：JQA-IC0031

ISO27001「情報セキュリティ
マネジメントシステム」
登録番号：JQA-IM1223

もっとお客様に喜んでいただける

コンプライアンス推進体制

　コンプライアンス体制の一層の充実を経営の最重要課題の
一つとして取り組み、法令、社会規範および社内規程を遵守し、
業務を適正、効率的に行う体制を構築しています。具体的には、
行動基準を含む「コンプライアンス規程」を定めてコンプライア

ンスを徹底するため、コンプライアンスを担当とする執行役員の
選任、コンプライアンス推進に係るリスク・コンプライアンス委
員会および実施状況を評価する法務・監査部の設置です。

安全保障輸出管理体制

　当社の事業戦略におけるグローバル化の強化に伴い、安全
保障輸出管理体制を強化するため、2012年8月に社内組織と
して「輸出入管理室」を設置し、適正な運営が確保できる体制を
構築しました。この運用実績が認められ、2014年2月には「特

別一般包括役務取引許可証」および「特別一般包括輸出・役務
（使用に係るプログラム）取引許可証」を経済産業省より取得し
ています。

競争的資金等の不正防止に関する基本方針

　2014年8月26日付文部科学大臣決定「研究活動における不
正行為への対応等に関するガイドライン」に基づき社内規程を
整備し、競争的資金を中心とした公募型の競争資金の取り扱い

における適正な運営・管理を適切に対応し、不正使用の防止に
努めています。

内部通報窓口を設置

　コンプライアンス違反や不適切な行為の未然防止と早期是
正、組織の自浄作用の向上を図るため、「内部通報制度」を設け、
社内における「内部通報窓口」のほかに、常勤監査役を窓口とす
る「経営陣から独立した内部通報窓口」および「グループ会社通

報窓口」を設置しています。また、通報者が不利益な取り扱いを
受けないよう、最善かつ安心できる通報者保護に取り組むととも
に、調査状況や是正内容については、経営幹部や取締役会、監査
役会へ定期報告を行っています。

コンプライアンス教育の実施

　社員のコンプライアンス意識を醸成するため、入社時および昇格の節目など、定期的に階層別研修を実施しています。また、コンプ
ライアンスに関するe-Learning学習の機会を全社員に提供しています。

リスク管理体制

　常務執行役員を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員
会」を設置し、平常時および緊急時の行動基準を規程に定め、各
部門の事業から生じるさまざまなリスクに関して運用状況をモ

ニタリングすることで、経営に及ぼす影響を最小限に抑制するよ
う努めています。委員会の活動は経営会議に報告され、経営循
環に取り込まれています。

災害発生時の対応

　平常時から危機管理防災本部を設置、全てのオフィスに支部
を配置し、台風や地震などの自然災害に対応できる体制を構築
しています。また、大規模災害の発生時には、事業継続と早期復

旧のため、安否確認サイトによる社員の一斉安否確認など安全
確保にも努めています。

データセンターの管理体制

　制震・免震設備や自家発電装置、堅固なセキュリティ設備を有
するデータセンターにて、24時間365日ノンストップの運用管
理をサポートしています。バックアップ設備の充実、回線の多重
化など、万一のトラブルに対して何重もの対策を施しています。
また、常時ネットワークの状態を監視し、緊急時には即座に対応
する体制を構築しています。
　また、当社の全データセンターで国際認証であるISO/

IEC27001を取得しており、お客様に安心してご利用いただける
安全なデータセンター運営を行っています。また、当社のクラウ
ドサービスをより安心してお使いいただくため、2019年4月に
ISO/IEC27017を追加取得しました。

「富士ソフトの社会貢献」
　当社の社会貢献活動は、これまでに多くの事業を通じて活動しています。1989年
に人財育成の場として開催した「ロボット相撲大会」は “ものづくりの精神”を育む場
として、日本に留まらず、海外の方に参加いただくまで成長しました。
　また、1998年に環境理念「アマゾンの緑を守る」を掲げ、独立系ソフトウエア開発
企業としては日本で初めて環境マネジメントシステム（ISO14001）を取得し、社内
外の活動により、持続可能な環境保全の取り組みを推進しています。
　事業におきましては、2012年に当社の技術で開発されたペーパレス会議システム

「moreNOTE（モアノート）」は、金融・建設・官公庁・自治体など多くの企業や団体
で、業務効率化と環境負荷軽減の取り組みとして、ご利用いただいております。
　さまざまに変化する世の中で、当社の技術は「挑戦と創造」の精神のもと、お客様
の企業価値の向上に貢献するとともに、社会課題の解決に貢献してまいります。

創業者　取締役相談役

野澤　宏
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もっとお客様に喜んでいただける

お客様に対する品質保証を行うとともにお客様の満足度を高めるため、「ひのき（ひ：品質、の：納期、き：機密保持）」を当社が提供す
る製品・サービスの基本方針として、品質保証室が品質保証活動の指導・牽制機能を担っています。

lSO9001「品質マネジメントシステム」

　1995年6月、品質保証の国際規格であるISO9001の認証
を、独立系ソフトウェアメーカーとして初めて一般財団法人日本
品質保証機構より取得しました（登録証番号：JQA-0910）。毎
年の定期審査を受審し、認証を継続しています。現在、当社の品
質マネジメントシステム（QMS）は、ISO9001：2015に準拠し、
機密を保持し、高い品質の製品を納期内に納めることにより、お
客様が満足する製品・サービスの提供を実現しています。

　また、お客様からの苦情および
要望は、改善処置を行い、改善効
果を確認してお客様の満足度を
高める品質改善活動を推進して
います。

プロジェクトのリスクマネジメント

　多様化するプロジェクトをより安定して運営するため、リスク
管理の強化しています。プロジェクト開始前には過去のナレッジ
を踏まえたチェックリストにてもれなく確認を行い、有識者によ
るレビューを実施して、リスク管理の質を高めます。開発中には
定期的な確認を徹底し、万一、リスクが顕在化した場合にも影響

を最小限に抑えます。また、ソフトウェア開発における請負契約
案件では、工程開始時／工程完了時の確認を実施して各工程の
品質を確保することで、問題を発生させない仕組みを確立し、お
客様への信頼の維持・向上に努めています。

案件モニタリング

　2009年9月から、トラブルの防止と早期発見のため、大型案
件や監視が必要な案件に対して、定期的なモニタリングを行い、
状況を組織的に把握、指揮牽制しています。モニタリングでは進
捗や原価、作業時間の数値を確認した後、現場にヒアリングを実
施します。洗い出されたリスクや課題については、現場へフィー

ドバックし、必要に応じて対策に関する助言や指導を行い、プロ
ジェクト運営を良好に保つよう努めています。
　また、プロジェクトで得た教訓を周知し、生産性向上、トラブル
の再発防止、社員教育に役立てています。

標準開発管理環境（PLATON4D）

　2011年9月から、プロジェクトの効率的で効果的な開発管理
手法として、標準開発管理環境の導入を推進しています。開発
業務に必要なチケット管理やバージョン管理、品質向上の機能と

連携した環境を利用することで、プロジェクトの構成管理を確実
に実施するよう取り組んでいます。

プライバシーマーク認定状況

　日本工業規格「JISQ15001個人情報保護マネジメントシステムー要求事項ー」に基づく認定を2002年5

月、全社を対象として受けており、個人情報保護に関わる規程および管理体制を整備しています。

品質・製品安全保証

ISO9001
「品質マネジメントシステム」
登録番号：JQA-0910

プライバシーマーク認定
JISQ15001
登録番号：11820153(10)

ニューノーマルな働き方を支える情報セキュリティ対策

　当社はかねて技術的・物理的・人的セキュリティ対策を講じて
おり、セキュリティ事故の未然防止に努めています。特に、コロナ
禍における当社業務推進として、セキュアなリモートワーク・在
宅勤務環境をモバイル端末管理、PC挙動監視、セキュアなリ

モートアクセスで実現しています。また、セキュリティガイドライ
ンの公開およびセキュリティ教育による啓蒙活動を実施するとと
もに、サイバー攻撃の高度化に対して監視体制を強化し、リアル
タイムでの分析・監視を行うことで対策に取り組んでいます。

業務PC管理
⃝ OSセキュリティパッチの最新化
⃝ 集中監視システムによるウイルス対策の管理
⃝ 不審挙動監視
⃝ 情報の不正持ち出し防止・USB機器の 

不正利用防止

社外持ち出しPC管理
⃝ ディスク暗号化
⃝ ログインパスワード
⃝ VDIなどの画面転送接続による

セキュアなリモートアクセス

スマートデバイス管理
⃝ MDM製品によるデバイス 

保護・管理
⃝ 紛失時にはリモートワイプに 

より情報漏洩を防止

セキュリティ 
ホットラインの整備
⃝ セキュリティ事故発見後1時間

以内の報告を義務づけ

常設のインシデント 
対応体制
⃝ 情報セキュリティ担当役員を 

トップとする常設のインシデント
対応体制（CSIRT）を設置

防御
⃝ レイヤー7ファイアウォール、 

アンチウイルスゲートウェイなど
により外部からの攻撃を防御

検知
⃝ 自社SOCによる異常通信の

監視

情報セキュリティ教育
⃝ e-Learningによる教育を実施、

理解度テスト満点で受講修了

入退館管理
⃝ ICカード認証による 

入退館制御
⃝ 必要最小限の入館 

権限の付与
誓約書
⃝ 全社員に「就業時と退職時に

誓約書」を締結

私物持ち込み制限
⃝ 私物（鞄、パソコン、携帯電話、

USBメモリーなど）の業務 
エリアへの持ち込み禁止

全社横断会議 
「セキュリティ委員会」
⃝ 毎月「セキュリティ委員会」を 

開催し、セキュリティ事故事例
などの情報共有、啓蒙、改善 
活動を実施

IT資産の可視化・状況把握
⃝ 自社開発ソフトウェアによるIT資産の可視化・状況把握

6つの情報セキュリティ対策

情報
セキュリティ対策

物理的
セキュリティ

インシデント
管理

インベントリ
管理

人的
セキュリティ

ネットワーク
管理

クライアント
管理

社会とお客様の信頼に応えるために情報資産を重要な経営資産と位置づけ、「セキュリティは“人”と“技術”で守ります」のスローガ
ンのもと、情報セキュリティを強化し、情報漏洩などの事故を引き起こさないように努めています。

情報セキュリティ管理・推進体制

　2005年4月、情報セキュリティ担当役員のもと、情報セキュリ
ティに対する取り組みを全社的視点から組織的かつ効果的に企
画・推進するために、「情報セキュリティ室」および「情報セキュリ
ティ・ウイルス対策本部」を設置しました。また、全社の情報セ
キュリティ推進者を招集し、月に一度「セキュリティ委員会」を開
催することで、情報漏洩防止を徹底しています。当社の情報セ
キュリティ関連規程はイントラネットにて全て社内公開し、特に

重点項目については「情報漏洩防止12カ条」「個人情報漏洩防
止7カ条」として社内に掲示し、周知・徹底しています。また、改
正個人情報保護法およびGDPR（EU一般データ保護規則）など
の法改正に対して、社内規程を見直し、管理体制を強化して法令
遵守に努めています。セキュリティ人財の育成、 「セキュア開発・
運用ルール」の策定・推進を行い、システム開発・運用のセキュ
リティ品質向上を実施しています。

情報セキュリティ
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